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研究要旨 

本研究は、児童・思春期精神医療における多職種連携の現状と課題を明らかにし、具体
的な連携⼿順や各職種の役割を定義したマニュアル案を作成することを⽬的としている。
マニュアル作成班はこれらを基に、多職種連携の基本原則や具体的な⼿順を詳細に⽰した
マニュアル案を作成した。このマニュアルには、初診から退院までの連携⼿順、トリアー
ジと初診予約の効率化、多職種による治療・⽀援の⽅法を詳細に⽰している。定期的なカ
ンファレンスの開催と運営⽅法、地域医療機関や教育機関、福祉機関との連携強化も重視
する。地域連携コーディネーターの配置や定期的な情報交換会の開催を提案している。ま
た、各職種の業務内容の明確化と、それに基づく研修の必要性も強調している。このマニ
ュアルは、児童・思春期精神医療における多職種連携の質を向上させる重要な指針である。 

 

A. 研究⽬的 
本研究は、児童・思春期精神医療に
従事する多職種の役割を明確化し、「児
童・思春期精神医療における多職種連
携推進マニュアル」の策定を⽬的とし
た。 

 
B. 研究⽅法 

本研究は国⽴国際医療研究センター
国府台病院を中⼼に、全国児童⻘年精
神科医療施設協議会加盟医療機関や⽇
本児童⻘年精神科・診療所連絡協議会
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の協⼒を得て実施した。 
主任研究班であるマニュアル作成班

は、他の班の調査結果を統合し、マニ
ュアル案を作成する役割を担っている。 
本研究の⼿法は既存の⽂献をレビュー

し、児童・思春期精神医療における多職
種連携の現状と課題を把握し、マニュア
ルのドラフト案を作成することである。 
 また、全児協加盟医療機関の児童精神
科医、看護師、公認⼼理師、作業療法⼠、
精神保健福祉⼠を対象に、業務内容や連
携状況についてオンラインアンケート結
果、インタビュー調査から選定された専
⾨診療所のスタッフから得た具体的な業
務内容や連携の実態といった分担研究班
の結果も活⽤する。実際に各班が収集し
たデータは、定量的および定性的に分析
し、多職種連携の効果や課題を明確化し
た。特に、各職種の役割分担や連携の質
について評価し、効果的な連携モデルを
提案するための基礎資料として活⽤する。 

 
C. 研究結果 
l 分担研究の活⽤ 

分担研究のいくつかのアンケート調査
から途中経過として以下の結果を得られ
た。 
① 役割分担の明確化 

児童精神科医、看護師、公認⼼理師、
作業療法⼠、精神保健福祉⼠の役割が
曖昧であることが多く、特に初診予約
や転院対応、外来でのグループ運営、
病棟集団療法の運営に関する課題が浮
き彫りになった。 

② 連携の質 
多職種の連携がうまく機能していると

評価されたケースでは、定期的なカン
ファレンスや情報共有の場が設けられ
ていることが多かったことがわかった。 

③ インタビュー調査の結果 
インタビュー調査からは初診までの待
機期間が⻑く、特に初診受付のトリア
ージにおいて多職種がどのように関与
するかが重要であることが分かった 。
また、地域の医療機関や教育機関、福
祉機関との連携が不⼗分であることが
多く、患者とその家族に対する⽀援が
断⽚的になっているケースが多かった。 

④ 実態調査の結果 
実態調査では、多職種連携の具体的な
取り組みとその効果が明らかになった。
⼊院患者に対する多職種のアプローチ
が、患者の治療成果に⼤きく寄与して
いることが確認された。特に、定期的
なチームカンファレンスや家族との連
携が重要である。外来診療では、初診
予約の段階から各職種が協⼒し、患者
のニーズに合わせた個別対応が求めら
れている。 

 
l マニュアル作成に向けた課題 

児童思春期精神医療における多職種連
携を推進するためのマニュアル作成に向
けた課題がある。 
① 施設の課題 

各施設によって提供されるサービスや
設備のばらつきが問題視されている。
特に外来と⼊院施設の有無、初診予約
やインテークの担当が施設ごとに異な
ることが指摘されている。 

② 職種別業務の課題 
医師、看護師、公認⼼理⼠、精神保健
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福祉⼠、作業療法⼠、保育⼠など、各
職種の業務内容にばらつきがあり、そ
れが連携の障害となっている。特に初
診予約、転院依頼対応、初診前の予診
などが具体的な課題として挙げられる。 

③ 地域資源の課題 
地域によって利⽤できる資源の違いが
あり、待機児童問題や業務内容の違い
などが地域ごとに異なることが問題と
なっている。 

④ 多職種連携の必要性 
多職種で連携するための指針を⽰して
おり、これには多職種による評価や治
療計画策定、トリアージ、診療の効率
化が含まれる。また、各職種の必須業
務や医療施設としての推奨業務も明確
にする必要性が⽰されている。 
児童思春期精神医療における多職種連
携を効果的に推進するための具体的な
課題とその解決策を⽰しており、実際
のマニュアル作成に向けての重要な指
針を提供する。 
 

l マニュアルのドラフト作成 
マニュアル作成班は、上記の調査結果

を基に他の班のデータを統合してマニュ
アル案を作成する役割を担った。具体的
には、⼤重班、奥野正景班、原⽥班の各
班からのデータを活⽤した。 
拠点病院での多職種連携に関する調査

を担当した。調査結果から、拠点病院に
おける多職種連携の現状とその課題が明
らかになった。特に、地域医療との連携
の重要性が指摘され、具体的な連携⽅法
の提案がなされた。診療所における多職
種連携に関する調査を担当した。診療所

での多職種連携の実態を明らかにし、特
に外来診療での効率的な連携⽅法が検討
された。児童・思春期精神科⼊院治療に
おける多職種の診療実態調査を担当した。
調査結果から、各職種の具体的な業務内
容と連携の実態が明らかになり、効果的
な連携モデルが提案された。 
 

l マニュアルの構造の検討 
これらの調査結果を基に、以下の内容

を含むマニュアル案を作成した。 
① 多職種連携の基本原則 

各職種の役割分担と連携の基本⽅針
を明確にした。具体的には、児童精
神科医、看護師、公認⼼理師、作業
療法⼠、精神保健福祉⼠それぞれの
役割を定義し、連携の際の基本的な
コミュニケーション⽅法を設定した。
多職種による実践的でスムーズな治
療の流れを想定した内容にするため、
実践編と理念編に分け、各職種がど
のように連携して治療を⾏うかを具
体的に⽰す必要があると考えた。 

② 具体的な連携⼿順 
初診から退院までの各ステージでの
具体的な連携⼿順を⽰した。例えば、
初診時には多職種が協⼒してトリア
ージを⾏い、患者のニーズに応じた
治療計画を策定するプロセスを検討
した。 

③ トリアージと初診予約 
初診予約、転院依頼対応、初診前の
予診など、診療の効率化を図るため
の具体的な⼿順が⽰されている。 

④ 多職種による治療・⽀援 
各職種の業務の明確化と、それに基
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づく知識と質の向上のための研修が
重要とされている。また、多職種で
のカンファレンスの開催が推奨され
ており、開催間隔や議論内容も具体
的に設定することが求められている。 

⑤ 外来・⼊院・地域連携 
児童思春期精神医療において、医師、
公認⼼理師、精神保健福祉⼠、看護
師、作業療法⼠など多職種がそれぞ
れの強みを活かした⽀援を提供する
ことが、その治療と⼦どもの健全な
情緒発達に不可⽋であると強調され
ている。これを実践することで、よ
り多くの施設で多職種による⽀援を
推進することを⽬指す。 

⑥ カンファレンスの運営⽅法 
定期的なチームカンファレンスの運営
⽅法と議題設定について詳細に記載し
た。特に、カンファレンスの⽬的、頻
度、議題設定、参加者の役割などを明
確にし、効果的な会議運営をサポート
するガイドラインを提供した。 

⑦ 地域連携の強化 
地域の医療機関、教育機関、福祉機関
との連携⽅法を具体的に提案した。例
えば、地域連携コーディネーターの配
置、地域医療ネットワークの構築、定
期的な情報交換会や合同研修の開催な
どを推奨した。 

 
D. 考察 

「児童・思春期精神医療における多
職種連携推進マニュアル」の策定を通
じていくつかの臨床的意義が考えられ
る。 
① 児童・思春期精神医療における多

職種連携の意義 
児童・思春期精神医療における多職
種連携は、患者とその家族に対する
包括的なケアを提供するために不可
⽋である。各職種が専⾨性を活かし、
協⼒して対応することで、治療の質
が向上し、患者の⽣活の質も向上す
る。 

 
② 臨床的課題とその解決策 
Ø 役割分担の明確化：各職種の役割

を明確にし、定期的なカンファレ
ンスを通じて情報共有を⾏うこと
で、認識の違いを解消する。 

Ø  地域連携の強化：地域の医療機
関や教育機関、福祉機関との連携
を強化し、継続的な⽀援体制を構
築する。 

Ø リソース配分とタスクシフティン
グ：効率的なリソース配分とタス
クシフティングを導⼊し、各職種
の業務負担を軽減する。多職種に
よる評価と治療計画策定が重要視
されており、これにより診療の効
率化を図ることが⽬指されている。
また、業務内容の明確化とタスク
シフティング（業務の分担）が⽰
されている。 

 
③ マニュアルの今後の展望 

マニュアルの普及とともに、各医療
機関での実践を⽀援するための教育
プログラムや研修の実施が重要であ
る。また、継続的な評価と改善を⾏
い、多職種連携の質を⾼める取り組
みを進めていく必要がある。さらに、
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地域連携の強化を図るために、地域
医療機関や教育機関、福祉機関との
合同研修や定期的な情報交換会の開
催を推奨する。 

 
E. 結論 

本研究を通じて、児童・思春期精神医
療における多職種連携の実態と課題が明
らかになった。各職種の役割分担を明確
にし、定期的なコミュニケーションを促
進することで、認識の違いを解消し、効
果的な連携を実現するためのマニュアル
のドラフトが検討された。 
今後は、「児童・思春期精神医療におけ

る多職種連携推進マニュアル」ドラフト

版の完成とその実臨床での活⽤可能性に
ついての検討が重要である。 

「児童・思春期精神医療における多職
種連携推進マニュアル」最終版の活⽤を
通じて、多職種連携の質を向上させる取
り組みを進めることが重要である。また、
地域連携を強化し、包括的な⽀援体制を
構築することが求められると考えた。 

 
F. 研究発表 
なし 
 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 

  


